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1994 年１月	 『カナダの金融政策と金融制度改革』（林直嗣著）近代文藝社、カナダ首相出版賞受賞
1994 年４月	 『問題演習　ミクロ経済学』（林直嗣著）
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2000 年４月	 『実習　Visual Basic』（林直嗣・室井勝子・鈴木三枝子共著）サイエンス社
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志林』第 25 巻４号、pp.49-60.
1989 年４月	 「展望：日本の貨幣需要関数」法政大学経営学会、『経営志林』第 26 巻１号、pp.125-

139.
1991 年１月	 「日本の貨幣需要－理論と計測－」法政大学経営学会、『経営志林』第 27 巻４号、

pp.41-58.
1991 年７月	 「貨幣需要関数の安定性」法政大学経営学会、『経営志林』第 28 巻２号、pp.37-59.
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1991 年 10 月	「カナダの金融制度改革（上）」法政大学経営学会、『経営志林』第 28 巻３号、pp.45-
57.

1992 年１月	 「カナダの金融制度改革（下）」法政大学経営学会、『経営志林』第 28 巻４号、pp.127-
138.

1992 年７月	 「利子率の決定と金融政策（上）」法政大学経営学会、『経営志林』第 29 巻２号、pp.151-
167.

1992 年 10 月	「利子率の決定と金融政策（下）」法政大学経営学会、『経営志林』第 29 巻３号、pp.87-
98.

1993 年７月	 「為替レートの決定と為替政策（上）」法政大学経営学会、『経営志林』第 30 巻２号、
pp.73-85.

1993 年 10 月	「為替レートの決定と為替政策（下）」法政大学経営学会、『経営志林』第 30 巻３号、
pp.81-96.

1994 年４月	 「金融政策の政策目標と運営目標」慶應大学商学会、『三田商学研究』第 37 巻１号、
pp.87-108.

1995 年３月	 「マルチメディア・ネットワーク時代の情報処理教育」産業情報センター、『ΓΝΩΣ
ΙΣ（グノーシス）』第４号、pp.37-46.

1996 年１月	 「財政政策のマクロ一般均衡分析」法政大学経営学会、『経営志林』第 32 巻４号、
pp.111-124.

2000 年４月	 「単位根検定と構造変化＝マクロ経済時系列の検証」法政大学経営学会、『経営志林』
第 37 巻１号、pp.23-39.

2000 年 10 月	「金融時系列の構造変化と単位根検定」法政大学経営学会、『経営志林』第 37 巻３号、
pp.13-32.

2001 年６月	 「金融時系列の構造変化と ADF 検定、PP 検定、KPSS 検定」金融構造研究会、『金融
構造研究』第 23 号、pp.7-16.

2001 年８月	 「電子メール等残存ファイルの法的性格とネットワーク管理者の責任」法政大学総合
情報センター、『研究年報』2000 年度号、pp.3-13.

2009 年４月	 「私学法改正と大学の経営・ガバナンス（上）」法政大学経営学会、『経営志林』第 46
巻１号、pp.1-11.

2009 年７月	 「私学法改正と大学の経営・ガバナンス（下）」法政大学経営学会、『経営志林』第 46
巻２号、pp.1-10.

2011 年４月	 「扶養控除廃止による子ども手当と高校無償化の経済効果：あるべき少子化対策・子
育て政策（上）」法政大学経営学会、『経営志林』第 48 巻第１号、pp.1-16.

2011 年７月	 「扶養控除廃止による子ども手当と高校無償化の経済効果：あるべき少子化対策・子
育て政策（下）」法政大学経営学会、『経営志林』第 48 巻第２号、pp.1-18.

2013 年 10 月	「金融政策の運営目標と政策ルール：日銀反応関数の理論と実証（上）」法政大学経営
学会、『経営志林』第 50 巻第３号、pp.1-14．

2014 年１月	 「金融政策の運営目標と政策ルール：日銀反応関数の理論と実証（下）」法政大学経営
学会、『経営志林』第 50 巻第４号、pp.21-36．

2014 年７月	 「学校法人会計基準と大学の健全経営＝企業会計及び国立大学法人会計との比較分析
＝（上）」法政大学経営学会、『経営志林』第 51 巻第２号、pp.1-16．

2014 年 10 月	「学校法人会計基準と大学の健全経営＝企業会計及び国立大学法人会計との比較分析
＝（下）」法政大学経営学会、『経営志林』第 51 巻第３号、pp.1-15．
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2015 年１月	 「年金資産運用の原理と最適基本ポートフォリオ＝固定運用か「適合型」運用か＝　
（上）」法政大学経営学会、『経営志林』第 51 巻第４号、pp.21-36．

2015 年４月	 「年金資産運用の原理と最適基本ポートフォリオ＝固定運用か「適合型」運用か＝
（中）」法政大学経営学会『経営志林』 第 52 巻第１号、pp.15-4.

2015 年７月	 「年金資産運用の原理と最適基本ポートフォリオ＝固定運用か「適合型」運用か＝
（下）」法政大学経営学会『経営志林』 第 52 巻第２号、pp.27-46.（以上の３論文に登
場する X 社や Z 社などは、実在する予測機関ではなく、仮想の一例として設定して
あり、そのデータは全て実在のものではない）

2015 年 10 月	「児童手当・子ども手当と高校無償化の経済効果」季刊『個人金融』 一般財団法人　
ゆうちょ財団 第 10 巻第３号、pp.32-42.

2016 年７月	 「年金資産運用の原理と最適基本ポートフォリオ＝固定運用か「適合型」運用か＝
（終）」 法政大学経営学会『経営志林』 第 53 巻第２号、pp.1-22.

論説 
1987 年 10 月	「大型間接税と税制改革」法政大学通信教育部、『法政通信』10 月号、pp.4-9.
1993 年６月	 「現代金融政策の課題」法政大学通信教育部、『法政通信』６月号、pp.2-6.
1994 年５月	 「平成不況の五大原因と回復の展望」諏訪清陵高校、『清陵同窓会報』20 号、p.21.
1998 年６月	 「アジアの通貨危機と日本の対応」日本経済評論社、『評論』108 号、pp.4-7.
1999 年 10 月	「平成不況の行方」東京多摩ロータリークラブ、『Weekly Report』Vol.31-13,　pp.3-4.
2001 年４月	 「IT 時代の情報教育と Net2000」法政大学国庫助成推進委員会、『会報』第 57 号、

pp.10-18.
2001 年４月	 「金融再生に向けて：不良債権処理を強化せよ」政策研究フォーラム、『改革者』、４

月号 ,　pp.50-53.
2001 年５月	 「正念場を迎えた不良債権処理」北海道雇用経済研究機構、『HEERO　REPORT』、５

月号 , pp.1-3.
2002 年３月	 「IT 革命と金融革新＝エレクトロニック・ファイナンスの行方＝」法政大学通信教育

部、『法政通信』３月号、pp.2-6.
2002 年 11 月	「氣賀健三先生の哲学と業績」氣賀健三先生を偲ぶ会（加藤寛）編、『語り継ごう！氣

賀哲学』pp.49-51.
2003 年１月	 「竹中流総合デフレ対策で日本経済をデフレから救えるか」政策研究フォーラム、『改

革者』、１月号、pp.28-31.
2005 年２月	 「ペイオフ解禁と金融システムの安定化」政策研究フォーラム、『改革者』、２月号、

pp.38-41.
2006 年８月	 「金融システムは安定化し、ゼロ金利は解除へ」政策研究フォーラム、『改革者』、８

月号、pp.52-55.
2006 年８月	 「改正私学法と大学の経営・ガバナンス」『ガバナンス問題通信』、第 15 号

研究ノート 
1979 年 10 月	「短期ケインズ体系における財政・金融政策の効果」法政大学経営学会、『経営志林』

第 16 巻３号、pp.67-83.
1980 年４月	 「ケインズ的財政政策の長期的有効性」法政大学経営学会、『経営志林』第 17 巻１号、

pp.51-72.
1980 年６月	 「クラウディング・アウト論争」日本経済評論社、『評論』39 号、pp.20-24.
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1984 年２月	 「カナダの漸進主義的マネタリズムとその教訓」金融ジャーナル社、『金融ジャーナ
ル』２月号、pp.103-108.

1985 年２月	 「貨幣需給研究の必要性」慶応義塾、『三田評論』２月号、p.26.
1998 年４月	 「現代カナダ経済の構造的特徴と新動向（上）」法政大学経営学会、『経営志林』第 35

巻１号、pp.61-68.
1998 年７月	 「現代カナダ経済の構造的特徴と新動向（下）」法政大学経営学会、『経営志林』第 35

巻２号、pp.73-81.
2001 年１月	 「IT 革命とそれを担う情報技術革新（上）」法政大学経営学会、『経営志林』第 37 巻

４号、pp.151-158.
2001 年４月	 「IT 革命とそれを担う情報技術革新（下）」法政大学経営学会、『経営志林』第 38 巻

１号、pp.57-70.
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